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○長岡京市自主防災組織等育成補助金交付規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、地域の防災意識の向上に資するとともに、自主防災組織又はマンシ

ョン防災組織（以下「自主防災組織等」という。）の活動及び育成を支援するため、市内

の自主防災組織等の設立並びに自主防災組織等による防災活動及び防災資機材の購入に

ついて、予算の範囲内において助成することについて必要な事項を定めることを目的と

する。 

（定義及び設立届） 

第２条 この規則において、「自主防災組織」とは、市内の自治会又は自治会区域外の地域

住民の総意によって５０以上の世帯数で結成された団体が、防災活動及び災害救援活動

を行うために設けた組織であって、運営及び構成に係る規約等を有し、市長に設立の届

出があったものをいう。 

２ この規則において、「マンション防災組織」とは、当該マンションにおける防災活動及

び災害救援活動を行うために５０以上の世帯数で設けた組織であって、運営及び構成に

係る規約等を有し、市長に設立の届出があったものをいう。 

３ 第１項に定める自主防災組織は、過去に同項に定める設立の届出を行い、補助対象者

となった組織であって、かつ、現に防災活動及び災害救援活動を行い、運営及び構成に

係る規約等を有したものを含むものとする。 

４ 第１項及び第２項に定める自主防災組織等は、災害時に連携した防災活動が行えるよ

う日頃から協力して活動に努めるものとする。 

５ 第１項及び第２項に定める届出は、自主防災組織等設立届（別記様式第１号）により

第６条第１項に定める補助金の交付申請までに行うものとする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金を交付する対象となる者は、自主防災組織等とする。 

（補助の対象事業） 

第４条 補助金を交付する対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各

号に掲げるとおりとする。 

(1) 自主防災組織等の設立 

(2) 防災資機材の購入（設立年度の翌年度以降に係るもの） 

(3) 防災知識の普及啓発 
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（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、別表に定めるとおりとする。この場合において、補助金の額

に１，０００円未満の端数が生じた時は、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者のうち第４条第１号に該当するものは、自主防

災組織等育成補助金交付申請書（別記様式第２号）に次に掲げる書類を添付して、別に

定める日までに、市長に提出しなければならない。 

(1) 自主防災組織等設立届の写し 

(2) 補助対象事業に係る見積書 

(3) 補助対象事業に係る事業計画書 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金交付を受けようとする者のうち第４条第２号又は第３号に該当するものは、自

主防災組織等育成補助金交付申請書（別記様式第３号）に次に掲げる書類を添付して、

別に定める日までに、市長に提出しなければならない。 

(1) 当該年度の自主防災組織等の構成人員表 

(2) 補助対象事業に係る予算書 

(3) 補助対象事業に係る事業計画書 

(4) その他市長が必要と認める書類 

３ マンション防災組織は、同じ地域に自主防災組織がある場合であって、前２項に掲げ

る書類を提出するときは、当該自主防災組織と連携して防災活動が行えるよう協力及び

調整した上で、前２項に掲げる書類を連名で提出することとする。 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受け付けたときは、当該申請に係る書類を審査し、補助

金の交付の可否を決定し、自主防災組織等育成補助金交付決定（申請却下）通知書（別

記様式第４号）により、当該申請をしたものにその旨を通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、自主防災組織

等育成補助金事業実績報告書（別記様式第５号）により、次に掲げる書類を添付して、

当該年度の３月３１日までに市長に提出しなければならない。 

(1) 事業内容決算書 

(2) 事業内容報告書 
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(3) 補助対象事業に係る領収書の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ マンション防災組織は、同じ地域に自主防災組織がある場合であって、前項に掲げる

書類を提出するときは、当該自主防災組織と連携して防災活動が行えるよう協力及び調

整した上で、前項に掲げる書類を連名で提出することとする。 

（補助金の交付確定） 

第９条 市長は、前条の実績報告書を受け付けたときは、当該報告に係る書類の審査によ

り、補助金交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定

し、自主防災組織等育成補助金確定通知書（別記様式第６号）により当該補助事業者に

通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１０条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、自主防災組織等成補助金請

求書（別記様式第７号）により、市長に補助金を請求するものとする。 

２ 市長は前項の規定による請求を受けた場合は、当該補助事業者に対し、補助金を交付

するものとする。 

（是正措置） 

第１１条 市長は、補助事業の完了後、実績報告書を受けた場合において、その報告に係

る補助事業の成果が補助金の交付条件等に適合しないと認めるときは、その補助事業に

つきこれに適合させるための措置をとるべきことを、当該補助事業者に対して命ずるこ

とができる。 

（交付の特例） 

第１２条 市長は、補助対象事業のうち第４条第１号に該当するものに限り、特に必要が

あると認めたものに対しては、第１０条の規定にかかわらず、その事業の施行前又は施

行中に補助金を概算交付することができる。 

２ 前項の規定による概算交付を受けようとする者は、自主防災組織等育成補助金概算交

付請求書（別記様式第８号）に第７条の交付決定通知書の写し及び理由書を添付して、

市長に提出しなければならない。 

（補助金交付取消し等） 

第１３条 補助を受ける組織が次の各号のいずれかに該当する場合は、市長は、補助金の

交付決定又は確定を取り消すことができる。 

(1) 補助金を目的外に使用したとき、若しくは不当に使用したと認められるとき又は使
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用しなかったとき。 

(2) 補助金の経理状況が不適正と認められるとき。 

(3) 事業の実施方法が、補助金の交付の目的に添わないと認められるとき。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定又は確定を取り消した場合におい

て、既に補助金交付を行っているときは、当該補助事業者に対して補助金の返還を命じ

ることができる。 

２ 市長は、第１２条の規定により補助金の概算交付を受けた場合において、補助金交付

済額が実績報告に基づく必要な補助額を超えたときは、当該補助事業者に対して補助金

の返還を命じることができる。 

（延滞金） 

第１５条 市長は、前条の場合において、補助金の返還が納期限までに納付されなかった

ときは、当該補助事業者に対し、長岡京市補助金等交付規則（昭和５７年規則第８号）

第１５条の規定を適用するものとする。 

（その他） 

第１６条 この規則の実施に関し、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規則は、公布の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 

別表（第４条関係） 

（１） 自主防災組織等の設立 

補助対象となる物品等（例） 補助率 補助限度額 備考 

設立に必要な

資機材 

担架、番線カッター、救助ロープ、

カケヤ、スコップ、カナテコ、ツル

ハシ、鉄ハンマー、消火バケツ、ヘ

ルメット、ライト、メガホン、万能

斧、ジャッキ、ノコギリ等の防災資

機材、防災倉庫（資機材・物資格納

庫） 

10分の10 200,000円 設立年度内に

限る 

（２） 防災資機材等の購入 
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補助対象となる物品等（例） 補助率 補助限度額 備考 

情報連絡用資

機材 

メガホン・携帯用ラジオ 2分の1 30,000円 申請は、当該

年度1回に限

る。 初期消火用資

機材 

消火用バケツ・砂袋・ヘルメット

（ただし、消火器は除く。） 

救出活動用資

機材 

防水シート・シャベル・ツルハシ・

ロープ・カケヤ・土のう・ハシゴ・

ノコギリ・ハンマー・ジャッキ・バ

ール 

救護用資機材 担架・救急セット・テント・毛布・

シート・投光機 

避難用資機材 ライト・メガホン 

給食給水用資

機材 

鍋・釜・コンロ・給水タンク・ガス

ボンベ 

備蓄用 災害時に備えて備蓄する食糧 

その他資機材 腕章・防災倉庫（資機材・物資格納

庫）・リヤカー 

（３） 防災知識の普及啓発 

補助対象となる経費（例） 補助率 補助限度額 備考 

防災研修会等 研修会・講習会参加費 2分の1 20,000円 申請は、当該

年度1回に限

る。 

印刷製本 安全マップ・啓発冊子等 

防災訓練 訓練に要した費用（ただし、消火器

に係るものは除く。） 

 


